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見通しに関する注意事項  このアニュアルレポートに記載されている KYBの現在の計画、戦略、確信などのうち、過去の実績に
基づく将来の見通しであり、リスクや不確実性を含んでいます。特に、経済動向や事業環境、為替変動、
法律や規制等の変更、国家情勢などには、潜在的なリスクや不確実性を含んでいます。

 
  （和文アニュアルレポートは、英文アニュアルレポートの翻訳版（財務セクションを除く）として作成さ

れており、PDF版のみの発行となっています）

社長メッセージ

KYBグループの経営理念は人々の暮らしを安全・快適にする技術や製品を提供し、
社会に貢献することです。また、2020年には世界の主要な自動車・建機メーカ全
てに納入し、信頼されている企業を目指します。

臼井 政夫

　KYBグループが考える2020年のあるべき姿̶それは世界の主要な自動車・建機メーカ全てに
納入し、信頼されている企業グループです。日本はもはや世界の一拠点にすぎません。KYBグルー
プが持続的な成長を達成するために、経営の在り方をKYB本体重視からグローバル最適重視へ
と移行させ、魅力ある独創的な製品を各地域の拠点で開発していくことを目指します。
　KYBグループは、2011年度から2013年度までの3年間を対象とする中期経営計画（以下「現中
期計画」）の最終年度を迎えております。2011－2013年度は、東日本大震災、タイの洪水、中国景
気減速、欧州危機の長期化など様々な外的要因がありました。これらの影響もあり、現中期計画
は当初の計画を下回る見込みとなっております。しかしKYBグループは2011－2013年度を、2020

年のあるべき姿を実現するための「種まき」と「基盤強化」の期と位置づけております。「KYBグ
ループ力をもって、グローバルで戦い、世界で勝つ」をスローガンに掲げ、将来の成長へ向けた
様々な体制づくり、先行投資を行い、グローバルな経営基盤の構築を着実に進めております。ま
た2013年度は、現中期計画の最終年度であると同時に次期中期計画（2014－2016年度）に備え
た助走の年度でもあります。「足元を固める」と「成長への挑戦」を二本柱とし事業構造の土台を
しっかり固め、その上で次期中期計画に向けた取り組みを行っております。
　2014－2016年度は、2020年のあるべき姿を実現するための「成長」と「攻勢」の期と位置づけ
ています。グループ総力をあげてグローバルでの成長に向けた攻勢を仕掛けてまいります。

　2013年12月

臼井 政夫
代表取締役 社長執行役員
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* ROE = 当期純利益/（純資産-少数株主持分）

（年度）（年度）（年度）

（年度） （年度）（年度）

（年度） （年度）（年度）

自己資本利益率
（％）

純資産および総資産
（単位：10億円）

純資産
総資産

自己資本比率
（％）

研究開発費
（単位：10億円）

設備投資額
（単位：10億円）

減価償却費
（単位：10億円）

売上高
（単位：10億円）

営業利益
（単位：10億円）

当期純利益（損失）
（単位：10億円）

財務情報

概況

　AC事業セグメントの四輪車用油圧緩衝器は、国内販売は

前年並みとなり、欧州の生産出荷は低調となりました。一

方で北米やタイでの販売が増加し、市販向けの四輪車用油

圧緩衝器の販売が新興国を中心に順調に推移した結果、増

収となりました。二輪車用油圧緩衝器は、ベトナムでは生

産出荷増となりましたが、タイでの販売低調もあり、微減

となりました。パワーステアリング製品を主とする四輪車

用油圧機器は、中国需要の落ち込み等により、減収となり

ました。以上の結果、AC事業セグメントでは、1,848億円

と前連結会計年度に比べ1.0％の微減となりました。

　HC事業セグメントの建設機械向けを主とする産業用油圧

機器は、復興需要等により内需は堅調に推移し、海外では

鉱山向け大型油圧ショベル用油圧機器の需要の伸びが見ら

れたものの、中国での中型油圧ショベル需要が大きく減少

したことにより、減収となりました。航空機用油圧機器

は、補用部品の受注減により、減収となりました。以上の

結果、HC事業セグメントでは、1,050億円と前連結会計年

度に比べ大幅な減収となりました。

　特装車両事業およびその他の製品では、コンクリートミ

キサ車を主とする特装車両は、東日本大震災の復興需要に

買い替え需要が重なり大幅な増収となりました。以上の結

果、当セグメントは158億円と前連結会計年度に比べ22.4

％の増収となりました。

　以上の結果、当社グループの売上高は、3,057億円と前

連結会計年度に比べ9.3％の減収となりました。

　営業利益につきましては、AC事業セグメントにおいて減

益、HC事業セグメントにおいても大幅な減益となりまし

た。特装車両事業およびその他の製品においても減益とな

り、全体で104億円の営業利益となりました。

　営業外収益および費用につきましては、支払利息が前連

結会計年度に比べ1億円増加したものの、為替差損3億円が

為替差益19億円に転じたことなどにより、営業外損益の純

額では18億円の良化となりました。

　以上の結果、経常利益は135億円となり、前連結会計年

度に比べ91億円の減益となりました。

　特別損益につきましては、固定資産処分損、子会社にお

ける早期退職者特別退職金などの特別損失の計上などによ

り、特別損益の純額では5億円の損失となりました。

　以上の結果、経常利益135億円に特別損益の純額5億円を

減算しました税金等調整前当期純利益129億円から、税金

費用47億円を控除し少数株主利益を減算した当期純利益は

77億円となりました。

財政状況

　流動資産は、売上高減少に伴い受取手形及び売掛金が減

少しました。また固定資産は、生産体制整備のため必要に

応じたスピーディな設備投資を実施したことから有形固定

資産が増加しました。この結果、総資産は265億円増加

し、3,279億円となりました。

　負債につきましては、売上高減少に伴う支払手形及び買掛

金の減少と設備投資による設備関係支払手形の増加等によ

り、負債総額は128億円増加し、2,114億円となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加等により、136億円増加し

て1,164億円となりました。

　自己資本比率は、純資産が増加したことから34.5％と前

連結会計年度末に比べ1.3ポイント好転しました。

キャッシュ・フロー

　営業活動により得られた資金は、前期比9.1％増加の189

億円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益

129億円、減価償却費145億円、売上債権の減少130億円

等の資金増加、仕入債務の減少148億円、法人税等の支払

68億円等の資金減少によるものです。

　投資活動により使用した資金は、前期比80.6％増加の

361億円となりました。これは主に有形固定資産の取得

316億円によるものです。

　財務活動により得られた資金は、85億円となりました。

これは主に短期借入金の調達70億円（純額）、長期借入金

の調達43億円（純額）によるものです。

　以上の結果、現金及び現金同等物は前期比67億円減少

し、352億円となりました。
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カヤバ工業株式会社および連結子会社
3月31日を以て終了する年度

10年間の主要財務データ

会計年度：

売上高

売上原価および販売費及び一般管理費

営業利益

売上高営業利益率 [%]

経常利益（損失）

税金等調整前当期純利益（損失）

当期純利益（損失）

包括利益

自己資本利益率（ROE） [%]

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

研究開発費

減価償却費

設備投資額

会計年度末：

運転資金

純資産

総資産

現金及び現金同等物の期末残高

自己資本比率 [%]

1株当たりデータ：

当期純利益（損失）

純資産

年間配当金

株価収益率 [倍]

従業員数

百万円

円
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連結貸借対照表 ( 非監査 )
KYB 株式会社および連結子会社
2012 年および 2013 年 3 月 31 日現在

（単位：百万円）

資産の部 2013 2012

　流動資産
　　現金及び預金 ¥  33,530 ¥  36,460 
　　受取手形及び売掛金 77,834 86,582 
　　製品 21,814 17,121 
　　仕掛品 11,647 12,229 
　　原材料及び貯蔵品 8,607 8,581 
　　繰延税金資産 4,194 3,996 
　　短期貸付金 3,051 7,042 
　　その他 9,597 7,885 
　　貸倒引当金 (436) (437)
  流動資産合計 169,841 179,462 

　固定資産
 　有形固定資産
　　　建物及び構築物（純額） 39,417 26,864 
　　　機械装置及び運搬具（純額） 47,198 41,537 
　　　土地 24,335 23,341 
　　　リース資産（純額） 2,036 1,767 
　　　建設仮勘定 15,687 5,747 
　　　その他（純額） 2,794 2,302 
　　　有形固定資産合計 131,469 101,562 

　　無形固定資産
　　　のれん 4 5 
　　　ソフトウエア 114 58 
　　　その他 1,129 1,109 
　　　無形固定資産合計 1,247 1,173 

 　投資その他の資産
　　　投資有価証券 21,104 14,709 
　　　繰延税金資産 2,451 2,865 
　　　その他 1,859 1,625 
　　　貸倒引当金 (62) (49)
　　　投資その他の資産合計 25,353 19,150 
  固定資産合計 158,071 121,886 
 資産合計 ¥327,912 ¥301,348 

注）本資料は、有価証券報告書を翻訳したものです。

（単位：百万円）

負債の部 2013 2012

　流動負債
　　支払手形及び買掛金 ¥  58,558  ¥  69,596  
　　短期借入金 47,200 35,160 
　　リース債務 401 341 
　　未払金 11,637 12,006 
　　未払法人税等 1,466 3,313 
　　設備関係支払手形 9,453 2,721 
　　製品保証引当金 3,605 3,339 
　　役員賞与引当金 147 159 
　　その他 15,191 10,819 
　　流動負債合計 147,661 137,456 

　固定負債
　　長期借入金 45,719 43,226 
　　リース債務 1,683 1,464 
　　再評価に係る繰延税金負債 3,965 3,965 
　　退職給付引当金 10,404 10,431 
　　役員退職慰労引当金 70 264 
　　環境対策引当金 222 222 
　　資産除去債務 390 354 
　　その他 1,359 1,199 
　　固定負債合計 63,814 61,130 
　負債合計 211,476 198,586 

純資産の部
 株主資本
　　資本金 19,113 19,113 
　　資本剰余金 21,009 21,009 
　　利益剰余金 67,216 61,416 
　　自己株式 (549) (544)
　　株主資本合計 106,790 100,995 
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 3,121 2,107 
　　土地再評価差額金 5,316 5,316 
　　為替換算調整勘定 (2,018) (8,283)
　　その他の包括利益累計額合計 6,419 (859)
　少数株主持分 3,225 2,626 
　純資産合計 116,435 102,761 
　負債純資産合計 ¥327,912 ¥301,348 

財務情報
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（単位：百万円）

2013 2012

　売上高 ¥305,752 ¥337,158 
　売上原価 250,693 273,087 
　売上総利益 55,059 64,070 
　販売費及び一般管理費 44,585 42,533 
　営業利益 10,473 21,537 
　営業外収益
　　受取利息 131 211 
　　受取配当金 301 401 
　　為替差益 1,965 — 
　　受取技術料 784 837 
　　持分法による投資利益 536 870 
　　補助金収入等 422 348 
　　その他 1,105 851 
　　営業外収益合計 5,248 3,520 
　営業外費用
　　支払利息 1,684 1,555 
　　為替差損 — 351 
　　その他 476 395 
　　営業外費用合計 2,160 2,302 
　経常利益 13,561 22,755 
　特別利益
　　固定資産売却益 102 33 
　　投資有価証券売却益 0 0 
　　関係会社株式売却益 — 26 
　　特別利益合計 103 60 
　特別損失
　　固定資産処分損 457 309 
　　減損損失 55 481 
　　投資有価証券評価損 8 3 
　　関係会社出資金評価損 — 87 
　　特別退職金 147 166 
　　その他 — 8 
　　特別損失合計 670 1,056 
　税金等調整前当期純利益 12,994 21,759 
　法人税、住民税及び事業税 4,054 6,928 
　過年度法人税等 810 — 
　法人税等調整額 (138) 388 
　法人税等合計 4,725 7,317 
　少数株主損益調整前当期純利益 8,268 14,441 
　少数株主利益 479 544 
　当期純利益 ¥    7,789 ¥  13,897 

（単位：円）

1 株当たり：  
 当期純利益 ¥35.24 ¥62.87 
 配当額 8.00 9.00 
注）本資料は、有価証券報告書を翻訳したものです。

連結損益計算書 ( 非監査 )
KYB 株式会社および連結子会社
2012 年および 2013 年 3 月 31 日に終了した事業年度

（単位：百万円）

2013 2012

少数株主損益調整前当期純利益 ¥  8,268 ¥14,441 
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 1,014 741 
為替換算調整勘定 6,562 (463)
土地再評価差額金 — 548 
持分法適用会社に対する持分相当額 214 (270)
その他の包括利益合計 7,791 555 
包括利益 16,060 14,997
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 15,068 14,556 
少数株主に係る包括利益 992 440 
注）本資料は、有価証券報告書を翻訳したものです。

連結包括利益計算書 ( 非監査 )
KYB 株式会社および連結子会社
2012 年および 2013 年 3 月 31 日に終了した事業年度

財務情報
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（単位：百万円）

2013 2012

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益 ¥ 12,994 ¥ 21,759 
　減価償却費 14,554 13,508 
　固定資産売却損益（△は益） (102) (33)
　固定資産処分損益（△は益） 457 309 
　投資有価証券売却損益（△は益） (0) (0)
　投資有価証券評価損益（△は益） 8 3 
　関係会社株式売却損益（△は益） — (26)
　関係会社出資金評価損益（△は益） — 87 
　減損損失 55 481 
　のれん償却額 1 17 
　負ののれん償却額 (1) (1)
　貸倒引当金の増減額（△は減少） (31) 8 
　退職給付引当金の増減額（△は減少） (146) (289)
　製品保証引当金の増減額（△は減少） 42 449 
　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） (195) (2)
　役員賞与引当金の増減額（△は減少） (11) (151)
　受取利息及び受取配当金 (433) (612)
　支払利息 1,684 1,555 
　持分法による投資損益（△は益） (536) (870)
　売上債権の増減額（△は増加） 13,091 (7,098)
　たな卸資産の増減額（△は増加） (924) (1,480)
　仕入債務の増減額（△は減少） (14,882) 1,593 
　未払金の増減額（△は減少） (1,092) 957 
　その他 2,067 (4,321)
　小計 26,599 25,841 
　利息及び配当金の受取額 905 1,316 
　利息の支払額 (1,678) (1,507)
　法人税等の支払額 (6,884) (8,527)
　法人税等の還付額 43 276 
　営業活動によるキャッシュ・フロー 18,984 17,399 

投資活動によるキャッシュ・フロー
　定期預金の預入による支出 (616) (856)
　定期預金の払戻による収入 928 2,427 
　有形固定資産の取得による支出 (31,682) (19,200)
　有形固定資産の売却による収入 114 281 
　投資有価証券の取得による支出 (606) (2,913)
　関係会社株式の取得による支出 (3,621) — 
　関係会社出資金の払込による支出 (298) (252)
　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 — (239)
　貸付けによる支出 (187) (193)
　貸付金の回収による収入 187 1,087 
　その他 (342) (140)
　投資活動によるキャッシュ・フロー (36,125) (20,000)

財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少） 7,018 6,476 
　リース債務の返済による支出 (427) (354)
　長期借入れによる収入 22,822 13,975 
　長期借入金の返済による支出 (18,496) (21,501)
　自己株式の取得による支出 (5) (12)
　自己株式の売却による収入 0 0 
　配当金の支払額 (1,989) (1,768)
　少数株主への配当金の支払額 (392) (269)
　財務活動によるキャッシュ・フロー 8,529 (3,454)
現金及び現金同等物に係る換算差額 1,815 (180)
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） (6,794) (6,236)
現金及び現金同等物の期首残高 42,009 48,122 
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少） — 123 
現金及び現金同等物の期末残高 ¥ 35,215 ¥ 42,009 

注）本資料は、有価証券報告書を翻訳したものです。

連結キャッシュ・フロー計算書 ( 非監査 )
KYB 株式会社および連結子会社
2012 年および 2013 年 3 月 31 日に終了した事業年度

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2011 年 4 月 1 日現在残高 ¥19,113 ¥21,008 ¥49,293 ¥(531) ¥88,883 
 剰余金の配当 — — (1,768) — (1,768)
 当期純利益 — — 13,897 — 13,897 
 自己株式の取得 — — — (12) (12)
 自己株式の処分 — 0 — 0 0 
 連結範囲の変動 — — (5) — (5)
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） — — — — — 
2012 年 4 月 1 日現在残高 19,113 21,009 61,416 (544) 100,995 
 剰余金の配当 — — (1,989) — (1,989)
 当期純利益 — — 7,789 — 7,789 
 自己株式の取得 — — — (5) (5)
 自己株式の処分 — 0 — 0 0 
 連結範囲の変動 — — — — — 
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） — — — — — 
2013 年 3 月 31 日現在残高 ¥19,113 ¥21,009 ¥67,216 ¥(549) ¥106,790 

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額

その他
有価証券
評価差額金

	
土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

 
 

少数株主
持分

 
 
 

純資産合計

2011 年 4 月 1 日現在残高 ¥1,365 ¥4,768 ¥(7,652) ¥(1,518) ¥2,599 ¥ 89,964 
 剰余金の配当 — — — — — (1,768)
 当期純利益 — — — — — 13,897 
 自己株式の取得 — — — — — (12)
 自己株式の処分 — — — — — 0 
 連結範囲の変動 — — — — — (5)
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 741 548 (631) 658 27 685 
2012 年 4 月 1 日現在残高 2,107 5,316 (8,283) (859) 2,626 102,761 
 剰余金の配当 — — — — — (1,989)
 当期純利益 — — — — — 7,789 
 自己株式の取得 — — — — — (5)
 自己株式の処分 — — — — — 0 
 連結範囲の変動 — — — — — — 
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,014 — 6,264 7,279 599 7,878 
2013 年 3 月 31 日現在残高 ¥3,121 ¥5,316 ¥(2,018) ¥  6,419 ¥3,225 ¥116,435 

注）本資料は、有価証券報告書を翻訳したものです。

連結株主資本等変動計算書 ( 非監査 )
KYB 株式会社および連結子会社
2012 年および 2013 年 3 月 31 日に終了した事業年度

財務情報
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連結財務諸表の注記 ( 非監査 )
KYB 株式会社および連結子会社
2012 年および 2013 年 3 月 31 日に終了した事業年度

1. 連結の範囲に関する事項
	 1) 連結子会社の数	 32社
	 	 (1) 国内子会社	 ８社
	 	 	 �カヤバシステムマシナリー㈱	

�KYBエンジニアリングアンドサービス㈱	
�KYB金山㈱	
�KYBロジスティクス㈱	
�KYBキャダック㈱（現 KYB-CADAC㈱）	
�KYB-YS㈱	
�KYBトロンデュール㈱	
㈱タカコ

	 	 (2) 海外子会社	 24社
	 	 	 �KYB Americas Corporation	

KYB Steering Spain, S.A.	
KYB Europe Headquarters GmbH	
KYB Europe Headquarters B.V.	
KYB Europe GmbH	
LLC KYB Eurasia	
永華機械工業股份有限公司	
KYB Steering (Thailand) Co., Ltd.	
KYB (Thailand) Co., Ltd.	
KYB Suspensions Europe, S.A.	
凱迩必機械工業（鎮江）有限公司	
凱迩必液圧工業（鎮江）有限公司	
KYB Manufacturing Vietnam Co., Ltd.	
KYB Manufacturing Czech s.r.o.	
KYB Middle East FZE	
TSW Products Co., Inc.	
TAKAKO Vietnam Co., Ltd.	
無錫凱迩必拓普減震器有限公司	
凱迩必貿易（上海）有限公司	
KYB Asia Co., Ltd.	
KYB Latinoamerica S.A. de C.V.	
KYB Advanced Manufacturing Spain, S.A.	
凱迩必（中国）投資有限公司	
KYB Panama S.A.	
	 �LLC KYB Eurasia、KYB Europe Headquarters B.V.について
は、当連結会計年度において新たに設立したため、連結
の範囲に含めております。

	 2) 非連結子会社の名称等
	 	 (1) 国内子会社
	 	 	 ��KYBシステメリット㈱	

㈱けんしゆう	
KKハイドロリックス㈱

	 	 (2) 海外子会社
	 	 	 �KYB International America, Inc.	

KYB Suspansiyon Sistemleri Sanayi ve Ticaret, A.S.	
KYB Technical Center (Thailand) Co., Ltd.	
KYB Mexico S.A.de C.V.	
KYB-Conmat Pvt. Ltd.　	
KYB Motorcycle Suspension India Pvt. Ltd.	
KYB CHITA Manufacturing Europe s.r.o.	
双凱液圧貿易(上海)有限公司　	
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社11社は、いずれも小規模であり、合計の
総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸
表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
	 1) 持分法適用会社の数	 ５社
	 	  関連会社	 ５社
	 	 �㈱東和製作所	

P.T. Kayaba Indonesia	
KYB-UMW Malaysia Sdn. Bhd.	
KYB-UMW Steering Malaysia Sdn. Bhd.	
KYB-Mando do Brasil Fabricante de Autopeças S.A.

	 2) 主要な持分法非適用会社の名称等
	 	 (1) 非連結子会社
	 	 	 �KYB International America, Inc., 	

KYB Technical Center (Thailand) Co., Ltd 他
	 	 (2) 関連会社
	 	 	 �筑陽精機工業㈱　他	

（持分法を適用しない理由）
　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰
余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないためであります。

	 3) �持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社
については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用してお
ります。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
	 連結子会社のうち、KYB Europe GmbH、無錫凱迩必拓普減震器
有限公司、KYB Europe Headquarters GmbHの決算日は12月31日
であり、連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表
を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。
　また、当連結会計年度において、永華機械工業股份有限公
司、KYB Manufacturing Vietnam Co., Ltd.は決算日を３月31日に変
更しております。これに伴い、当連結会計年度は平成24年１月１日か
ら平成25年３月31日までの15ヶ月の財務諸表を使用しております。

1 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　なお、凱迩必機械工業（鎮江）有限公司、凱迩必液圧工業（鎮
江）有限公司、凱迩必貿易（上海）有限公司、KYB Latinoamerica 
S.A. de C.V.、凱迩必（中国）投資有限公司、及びLLC KYB Eurasia
の決算日は12月31日でありますが、親会社と決算日の統一を図る
ため、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用
しております。

4. 会計処理基準に関する事項
	 1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
	 	 (1) たな卸資産
	 	 	 �主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって
おります。

	 	 (2) 有価証券
	 	 	 �その他有価証券	

時価のあるもの
‥決算日の市場価額等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。）

	 	 	 ‥移動平均法に基づく原価法		
	 	 (3) デリバティブ
	 	 	 �‥時価法

	 2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
	 	 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

‥定率法によっております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く。）については、定額法によっております。
　また、在外連結子会社は主として定額法によっており
ます。
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方
針の変更）
　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、
当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した
有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価
償却方法に変更しております。
　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の
営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれ
ぞれ247百万円増加しております。

	 	 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）
	 	 	 �‥定額法によっております。

　なお、耐用年数については、主として法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

	 	 (3) リース資産
	 	 	 �所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３
月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。

	 	 (4) 長期前払費用
	 	 	 �‥均等償却によっております。

　なお、償却期間については、主として法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。

	 3) 重要な引当金の計上基準
	 	 (1) �貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

	 	 (2) �製品保証引当金
　将来の無償補修費用の支出に備えるため、個別案件に
対する見積額及び売上高に対する過去の実績率を基準と
した見積額を計上しております。

	 	 (3) �役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度にお
ける支給見込額を計上しております。

	 	 (4) �退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、主として、当連結会
計年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、
当連結会計年度末において発生していると認められる額
を計上しております。
　また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数	
（14～15年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

	 	 (5) �役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充て
るため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

	 	 (6) �環境対策引当金
　設備等に使用されているポリ塩化ビフェニル（PCB）
の撤去、処分等に関する支出に備えるため、今後発生す
ると見込まれる額を計上しております。

	 4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
	 	 �外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調
整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

注）本資料は、有価証券報告書を翻訳したものです。

財務情報
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	 5) 重要なヘッジ会計の方法
	 	 (1) �ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについ
ては、特例処理を採用しております。

	 	 (2) �ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段‥為替予約取引及び金利スワップ取引
ヘッジ対象‥外貨建取引及び借入金利息

	 	 (3) �ヘッジ方針
　当社の社内管理規程に基づき、外貨建取引に係る為替
変動リスク及び借入金に係る金利変動リスクをヘッジす
ることを目的として、実需の範囲内でデリバティブ取引
を利用する方針であります。

	 	 (4) �ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一で
あるため、有効性の評価は省略しております。

	 6) のれん及び負ののれんの償却方法及び償却期間l
	 	 �　のれん及び負ののれんについては、その効果が発現する

と見積られる期間（５年間）で均等償却を行っておりま
す。ただし、平成22年４月１日以降に発生した負ののれん
については、その連結会計年度の特別利益として計上して
おります。

	 7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
	 	 �　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。

	 8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
	 	 �消費税等の処理方法	

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

	 （未適用の会計基準等）
	 	 �「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平

成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17
日）

	 1) �概要
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純
資産の部において税効果を調整した上で認識し、積立状況を
示す額を負債または資産として計上する方法に改正されまし
た。また、退職給付見込額の期間帰属方法について、期間定
額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割
引率の算定方法が改正されました。

	 2) �適用予定日
平成26年３月期の年度末に係る連結財務諸表から適用しま
す。ただし、退職給付見込額の期間帰属方法の改正について
は、平成27年３月期の期首から適用します。なお、当該会
計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去

の期間の財務諸表に対しては遡及適用しません。
	 3) �当該会計基準等の適用による影響

「退職給付に関する会計基準」等の適用により、当社グルー
プの連結財務諸表に重要な影響を及ぼす見込みです。連結貸
借対照表においては、主として数理計算上の差異を発生時に
認識するため純資産が変動する見込みですが、影響額につい
ては現時点で評価中であります。

2 連結財務諸表の注記

1. 連結貸借対照表関係
1) 有形固定資産の減価償却累計額

(単位：百万円)
前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）

207,426 220,969

2) 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。
(単位：百万円)

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
投資有価証券（株式） 4,220 8,135
（うち、共同支配企業に対する投資の金額） 2,492 2,566
投資その他の資産（その他）に含まれる出資金 305 354

3) �担保に供している資産及び当該債務 
担保資産
有形固定資産� (単位：百万円)

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
建物及び構築物 1,586 1,225

[190] [124]
機械装置及び運搬具 43 29

[43] [29]
土地 709 709

[—] [—]
借地権 124 —

[—] [—]
その他 0 —

[0] [—]
2,463 1,964
[234] [153]

担保に供されている債務� (単位：百万円)
前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）

短期借入金 1,880 1,134
[149] [—]

長期借入金 1,595 1,607
[—] [100]
3,475 2,741
[149] [100]

上記のうち( )内書は、工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

4) �事業用の土地の再評価
　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額
に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産
の部に計上しております。
再評価の方法
　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額により算
出しております。
再評価を行った年月日 ‥ 平成14年３月31日

(単位：百万円)
前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と	
再評価後の帳簿価額との差額

(6,069) (6,175)

財務情報
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5) 保証債務残高
（1）保証債務
	 	 1.　�従業員の金融機関からの借入金に対する保証	

（住宅建設資金）
� (単位：百万円)

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
住宅建設資金 0 —

	 	 	 2.　関係会社の金融機関からの借入金に対する保証
� (単位：百万円)

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
KYB-Mando do Brasil Fabricante de Autopeças S.A. 219 1,266

(EUR 2百万) (EUR 10百万)
P.T. Chita Indonesia 8 4

(RP 960百万) (RP 420百万)

6) 受取手形割引高及び裏書譲渡高
(単位：百万円)

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
(1) 受取手形割引高     5    35
(2) 受取手形裏書譲渡高 499 482

7) 連結会計年度末日満期手形
	 �連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度末日が金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行なわれたも
のとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりです。

(単位：百万円)
前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）

(1) 受取手形 681 421
(2) 支払手形 539 326
(3) 設備支払手形 184 449

2. 連結損益計算書関係
1) 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(単位：百万円)
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
当連結会計年度

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
給与・諸手当 11,781 12,647
退職給付費用 616 627
役員退職慰労引当金繰入額 94 30
荷造運賃 9,430 8,764
研究開発費 4,035 5,468

	 上記研究開発費に含む主要な費目及び金額は次のとおりであります。
(単位：百万円)

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

給与・諸手当 1,652 1,818
退職給付費用 99 139

2) 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。
(単位：百万円)

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

4,035 5,468

3) 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
� (単位：百万円)

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

建物及び構築物   0     0
機械装置及び運搬具 22 24
土地 — 75
その他 11 2

計 33 102

4) 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。
� (単位：百万円)

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

建物及び構築物 134 261
機械装置及び運搬具 141 174
その他 32 21

計 309 457

	 5) 減損損失
　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

場所 用途 種類
岐阜県可児市 遊休資産 機械装置　
中国江蘇省無錫市 事業用資産 機械装置
中国江蘇省無錫市 事業用資産 車両運搬具　
— その他 のれん　　

	 �当社グループは、原則として、事業用資産については事業所を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資
産ごとにグルーピングを行っております。
　当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産について、将来キャッシュ・フローが見込めない資産について帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失22百万円として特別損失に計上しました。
　また、収益性が著しく低下した事業用資産については、将来キャッシュ・フローが見込めない資産について帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失355百万円として特別損失に計上しました。
　また、無錫凱迩必拓普減震器有限公司に対する出資割合を増加させた際にのれんが生じましたが、当面は業績の回復が難しいと
判断したため、帳簿価額を回収可能価格まで減額し、当該減少額を減損損失103百万円として特別損失に計上しました。
　なお、当資産の回収可能価額は市場価格に基づく正味売却価額により測定しております。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
用途 種類

岐阜県可児市 遊休資産 機械装置　
中国江蘇省無錫市 事業用資産 機械装置
中国江蘇省無錫市 事業用資産 車両運搬具　

	 �当社グループは、原則として、事業用資産については事業所を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資
産ごとにグルーピングを行っております。
　当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産について、将来キャッシュ・フローが見込めない資産について帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失25百万円として特別損失に計上しました。
　また、収益性が著しく低下した事業用資産については、将来キャッシュ・フローが見込めない資産について帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失30百万円として特別損失に計上しました。
　なお、当資産の回収可能価額は市場価格に基づく正味売却価額により測定しております。

財務情報
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6) 特別退職金
	 �前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）	
　特別退職金は、欧州の連結子会社２社の退職優遇措置に伴う割増退職金等であります。

	� 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
　特別退職金は、日本の連結子会社１社、東南アジアの連結子会社１社、欧州の連結子会社２社の退職優遇措置に伴う割増退職金
等であります。

7) 過年度法人税等

	� 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
　過年度法人税等は、当社と海外子会社との取引に関して東京国税局より移転価格税制に基づく更正処分の通知を受ける見込みと
なったこと等により、見積計上したものであります。

3. 連結包括利益計算書関係
	 　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

(単位：百万円）
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
当連結会計年度

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
その他有価証券評価差額金：
　当期発生額 1,062 1,543
　組替調整額 3 0
　　税効果調整前 1,065 1,543
　　税効果額 (324) (529)
　　その他有価証券評価差額金 741 1,014
土地再評価差額金：
　当期発生額 — —
　組替調整額　 — —
　　税効果調整前 — —
　　税効果額 548 —
　　土地再評価差額金 548 —
為替換算調整勘定：
　当期発生額 (384) 6,562
　組替調整額 (81) —
　　税効果調整前 (465) 6,562
　　税効果額 1 —
　　為替換算調整勘定
持分法適用会社に対する持分相当額：

(463) 6,562

　当期発生額 (270) 214
　　その他の包括利益合計 555 7,791

4. 連結株主資本等変動計算書関係
	 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
	 1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（千株）
当連結会計年度	
期首株式数

当連結会計年度	
増加株式数

当連結会計年度	
減少株式数

当連結会計年度末	
株式数

発行済株式
　普通株式 222,984 — — 222,984

合計 222,984 — — 222,984
自己株式
　普通株式 1,907 28 1 1,933

合計 1,907 28 1 1,933

	 (注) �普通株式の自己株式の株式数の増加28千株は、単元未満株式の買取による増加であります。普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は単元未満株式の
買増し請求に応じたことによる減少であります。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
	 該当事項はありません。

3. 配当に関する事項
	 1) 配当金支払額

	
決議

	
株式の種類

	
配当金の総額

１株当たり
配当額

	
基準日

	
効力発生日

平成23年６月24日
定時株主総会 普通株式 884百万円 ４円00銭 平成23年３月31日 平成23年６月27日

平成23年11月22日
取締役会 普通株式 884百万円 ４円00銭 平成23年９月30日 平成23年12月６日

	 2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

	
決議

	
株式の種類

	
配当金の総額

	
配当の原資

１株当たり
配当額

	
基準日

	
効力発生日

平成24年６月26日
定時株主総会 普通株式 1,105百万円 利益剰余金 ５円00銭 平成24年３月31日 平成24年６月27日

	 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
	 1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（千株）
当連結会計年度	
期首株式数

当連結会計年度	
増加株式数

当連結会計年度	
減少株式数

当連結会計年度末	
株式数

発行済株式
　普通株式 222,984 — — 222,984

合計 222,984 — — 222,984
自己株式
　普通株式 1,933 15 2 1,947

合計 1,933 15 2 1,947

	 (注) �普通株式の自己株式の株式数の増加15千株は、単元未満株式の買取による増加であります。普通株式の自己株式の株式数の減少２千株は単元未満株式の
買増し請求に応じたことによる減少であります。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
	 該当事項はありません。
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3. 配当に関する事項
	 1) 配当金支払額

	
決議

	
株式の種類

	
配当金の総額

１株当たり
配当額

	
基準日

	
効力発生日

平成24年６月26日  	
定時株主総会 普通株式 1,105百万円 ５円00銭 平成24年３月31日 平成24年６月27日

平成24年11月22日  	
取締役会 普通株式 884百万円 ４円00銭 平成24年９月30日 平成24年12月６日

	 2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

	
決議

	
株式の種類

	
配当金の総額

	
配当の原資

１株当たり
配当額

	
基準日

	
効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会 普通株式 884百万円 利益剰余金 ４円00銭 平成25年３月31日 平成25年６月26日

5. 連結キャッシュ・フロー計算書関係
	 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円）
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
当連結会計年度

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
現金及び預金勘定 36,460 33,530
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 (1,449) (1,314)
買現先のコマーシャルペーパー（短期貸付金） 6,998 2,998
現金及び現金同等物 42,009 35,215

6. リース取引関係
1. ファイナンス・リース取引（借主側）
	 所有権移転外ファイナンス・リース取引
	 1) リース資産の内容
	 	 有形固定資産
	 	 主として、AC事業及びHC事業におけるリース車両（車両運搬具）であります。

	 2) リース資産の減価償却の方法
	 	 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	 	 �「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

	 	 （1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(単位：百万円）
前連結会計年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
建物及び構築物 4 2 2
機械装置及び運搬具 1,089 819 269
その他 177 147 30
合計 1,271 969 302

当連結会計年度（平成25年３月31日）
取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物及び構築物 4 3 1
機械装置及び運搬具 705 580 124
その他 58 48 10
合計 768 632 136

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

	 	 (2) 未経過リース料期末残高相当額等
(単位：百万円）

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
１年内 160 83
１年超 141 52

合計 302 136

（注）�未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。

	 	 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額
(単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

支払リース料 296 159
減価償却費相当額 296 159

	 	 (4) 減価償却費相当額の算定方法
	 	 	 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

	 	 	 （減損損失について）
	 	 	 リース資産に配分された減損損失はありません。
　2. オペレーティング・リース取引（借主側）
	 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(単位：百万円）
前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）

１年内 943 944
１年超 2,094 1,571

合計 3,037 2,516

1. 金融商品の状況に関する事項

1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資を含む必要な資金につい
て、営業活動に基づく自己資金、及び随時の銀行借入等
により調達することとしております。一時的な余資は、
主に短期的な預金、適格な現先取引での運用などに限定
されております。デリバティブは、主に借入金の金利変
動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引
は行わない方針であります。

2) �金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リ
スクに晒されております。また、海外で事業を行うにあ
たり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに
晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に「その他有価証
券」に分類される長期保有を目的とした株式及び業務上
の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんど
が１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのもの
については、為替の変動リスクに晒されておりますが、
恒常的に同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にありま
す。借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的
としたものであります。このうち一部は、変動金利であ
るため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバ

ティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジして
おります。
　デリバティブ取引は、為替の変動リスクに対するヘッ
ジを目的とした為替予約取引及び借入金に係る支払金利
の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ
取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段
とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法
等については、前述の連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項「４.会計処理基準に関する事項 (5)重要な
ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

3) 金融商品に係るリスク管理体制
信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、社内管理規程に従い、営業債権について各事業
本部の担当部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。連結子会社についても、当社の社内管理
規程に準じて、同様の管理を行っております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、リスクを軽減す
るために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っており
ます。

市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、為替の変動リスクを抑制するために、為替予
約取引を利用する場合があります。また、借入金に係る
支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ

7. 金融商品関係
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2. 金融商品の時価等に関する事項
�連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

(単位：百万円）
前連結会計年度（平成24年３月31日）

	
連結貸借対照表計上額

	
時価

	
差額

（1）現金及び預金 36,460 36,460 —
（2）受取手形及び売掛金 86,582 86,582 —
（3）短期貸付金 7,042 7,042 —
（4）投資有価証券 10,384 10,384 —
　資産計 140,470 140,470 —
（5）支払手形及び買掛金 69,596 69,596 —
（6）設備関係支払手形 2,721 2,721 —
（7）短期借入金 17,948 17,948 —
（8）長期借入金(1年内返済予定含む) 60,438 60,515 76
　負債計 150,704 150,780 76
（9）デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの — — —
ヘッジ会計が適用されているもの — — —

(単位：百万円）
当連結会計年度（平成25年３月31日）

	
連結貸借対照表計上額

	
時価

	
差額

（1）現金及び預金 33,530 33,530 —
（2）受取手形及び売掛金 77,834 77,834 —
（3）短期貸付金 3,051 3,051 —
（4）投資有価証券 12,873 12,873 —
　資産計 127,289 127,289 —
（5）支払手形及び買掛金 58,558 58,558 —
（6）設備関係支払手形 9,453 9,453 —
（7）短期借入金 26,375 26,375 —
（8）長期借入金(1年内返済予定含む) 66,544 66,764 220
　負債計 160,930 161,150 220
（9）デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの — — —
ヘッジ会計が適用されているもの — — —

（注）1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金ならびに (3) 短期貸付金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(5) 支払手形及び買掛金、(6) 設備関係支払手形ならびに (7) 短期借入金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(8) 長期借入金（１年内返済予定含む）

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(9)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利
金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ

(9)デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金
の時価に含めて記載しております（上記(8)参照）。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円）

区  分 
前連結会計年度	

（自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日）
当連結会計年度 

（自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日）
非上場株式 104 95
関係会社株式 4,220 8,135

	 これらは、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券」には含めておりません。

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額　
(単位：百万円）

前連結会計年度（平成24年３月31日）
	

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

	
10年超

現金及び預金 36,460 — — —
受取手形及び売掛金 86,582 — — —
短期貸付金 7,042 — — —
合計 130,085 — — —

当連結会計年度（平成25年３月31日）
	

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

	
10年超

現金及び預金 33,530 — — —
受取手形及び売掛金 77,834 — — —
短期貸付金 3,051 — — —
合計 114,415 — — —

4. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：百万円）

前連結会計年度（平成24年３月31日）
区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
長期借入金 21,335 10,812 7,004 3,873 200

(単位：百万円）
当連結会計年度（平成25年３月31日）

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
長期借入金 11,151 14,996 12,656 6,595 319

取引を利用しております。
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価
や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や
取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直
しております。
　デリバティブ取引については、社内規程に基づき、取
引を行うこととしております。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行でき
なくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に
資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維
持などにより流動性リスクを管理しております。

4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、
市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては変動要因を織
り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することもあります。

財務情報
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8. 有価証券関係

	 前連結会計年度（平成24年３月31日）
1. その他有価証券

(単位：百万円）
種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が	
取得原価を超えるもの

（1）株式 9,385 5,978 3,406
（2）債券 — — —
（3）その他 — — —

小計 9,385 5,978 3,406

連結貸借対照表計上額が	
取得原価を超えないもの

（1）株式 999 1,163 (164)
（2）債券 — — —
（3）その他 — — —

小計 999 1,163 (164)
 合計 10,384 7,142 3,242

	 （注）�非上場株式（連結貸借対照表計上額104百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その
他有価証券」には含めておりません。

2. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
(単位：百万円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
株式 0 0 —

3. 減損処理を行った有価証券
	 �当連結会計年度において、その他有価証券の株式について３百万円減損処理を行っております。
　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程
度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

当連結会計年度（平成25年３月31日）
1. その他有価証券

(単位：百万円）
種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が	
取得原価を超えるもの

（1）株式 11,247 6,344 4,903
（2）債券 — — —
（3）その他 — — —

小計 11,247 6,344 4,903

連結貸借対照表計上額が	
取得原価を超えないもの

（1）株式 1,625 1,742 (117)
（2）債券 — — —
（3）その他 — — —

小計 1,625 1,742 (117)
 合計 12,873 8,086 4,786

	 （注）�非上場株式（連結貸借対照表計上額95百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その
他有価証券」には含めておりません。

2. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
(単位：百万円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
株式 1 0 —

3. 減損処理を行った有価証券
	 �当連結会計年度において、その他有価証券の株式について８百万円減損処理を行っております。	
　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程
度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

9. デリバティブ取引関係

	 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
1. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
	 �該当事項はありません。　

2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
	 �金利関連

(単位：百万円）

	
ヘッジ会計の方法

	
取引の種類

	
主なヘッジ対象

	
契約額等

契約額等のうち	
１年超

	
時価

金利スワップの	
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 7,286 3,743 （注）

	 （注）�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に
含めて記載しております。

	 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
1. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
	 �該当事項はありません。

2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
	 �金利関連

(単位：百万円）
	

ヘッジ会計の方法
	

取引の種類
	

主なヘッジ対象
	

契約額等
契約額等のうち	
１年超

	
時価

金利スワップの	
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 6,610 2,740 （注）

	 （注）�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に
含めて記載しております。

10. 退職給付関係
1. 採用している退職給付制度の概要
	 �　当社及び国内連結子会社は、確定給付型制度として、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお
ります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。
　なお、当社においては、退職給付信託を設定しております。
　一部の連結子会社は、平成24年10月１日付で、総合設立型厚生年金基金から脱退いたしました。　
　当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社全体で退職一時金制度については６社が有しております。また、厚生年金基金
は、総合設立型厚生年金基金へ１社、確定給付企業年金は生命保険会社等への資産運用委託年金へ５社が加入しております。
　一部の国内連結子会社及び在外連結子会社は、確定給付型制度のほか確定拠出型制度を設けております。
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2. 退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
(1) 退職給付債務（百万円）（注）1. (33,227) (34,591)
(2) 年金資産（百万円） 18,741 22,330
(3) 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2) (14,485) (12,260)
(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） 4,054 1,885
(5) 前払年金費用（百万円）　 － 28
(6) 退職給付引当金（百万円）(3)＋(4)－(5) (10,431) (10,404)

	 （注）１．�一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。また、総合設立型厚生年金基金制度を採用している連結子会社
の年金資産の額は、前連結会計年度において2,321百万円、当連結会計年度において3,100百万円であり、上記年金資産には含まれておりません。

	 	     ２．当連結会計年度において、前払年金費用が発生しております。

3. 退職給付費用に関する事項
（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

(1) 勤務費用（注） 2,148 2,177
(2) 利息費用 648 634
(3) 期待運用収益（減算） (355) (229)
(4) 数理計算上の差異の費用処理額 438 421
(5) 臨時に支払った割増退職金等 28 17
(6) 退職給付費用 (1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 2,908 3,021

	 （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
（単位：百万円）

前連結会計年度（平成24年３月31日） 当連結会計年度（平成25年３月31日）
(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左
(2) 割引率（％） 2.0% 2.0%

(3) 期待運用収益率（％）
3.0%
（退職給付信託資産について
は、1.28％としております。）

1.5–2.0%
（退職給付信託資産について
は、1.09％としております。）

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年）

14–15
（発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数による定額法に
より、翌連結会計年度から費用処理
しております。）

同左

11. ストック・オプション等関係

�前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）　
該当事項はありません。

前連結会計年度（平成24年３月31日）

1. �繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

（繰延税金資産）
退職給付引当金否認 7,527
税務上の繰越欠損金 1,811
未払賞与否認 1,463
ソフトウェア損金算入限度超過額 1,110
製品保証引当金否認 907
在庫未実現損益に係る税効果 628
固定資産減損損失否認 317
棚卸資産評価損失否認 297
未払役員退職慰労金否認 237
未払事業税 210
固定資産未実現損益に係る税効果 202
未払費用（社会保険料賞与分） 195
その他 1,075
繰延税金資産小計 15,986
評価性引当額 (2,457)
繰延税金資産合計 13,528
（繰延税金負債）
退職給付信託資産 (3,040)
海外連結子会社の留保利益に係る税効果 (2,173)
その他有価証券評価差額金 (1,111)
固定資産圧縮積立金 (221)
その他 (347)
繰延税金負債合計 (6,895)
繰延税金資産の純額 6,633

平成24年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照
表の以下の項目に含まれております。

（単位：百万円）
流動資産－繰延税金資産 3,996
固定資産－繰延税金資産 2,865
流動負債－その他 (42)
固定負債－その他 (186)

2. �法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 39.8 %
（調整）
連結子会社の税率差異 (3.4)%
評価性引当額の増減 (3.3)%
海外連結子会社の減免税額 (2.2)%
持分法投資損益 (1.6)%

海外連結子会社の留保利益 1.7 %
税率変更による影響 3.7 %
その他 (1.1)%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.6 %

12. 税効果会計関係

当連結会計年度（平成25年３月31日）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

（繰延税金資産）
退職給付引当金否認 7,483
税務上の繰越欠損金 2,026
未払賞与否認 1,599
ソフトウェア損金算入限度超過額 1,292
在庫未実現損益に係る税効果 1,065
製品保証引当金否認 735
固定資産未実現損益に係る税効果 412
棚卸資産評価損失否認 327
未払費用（社会保険料賞与分） 226
未払役員退職慰労金否認 210
研究開発目的資産損金算入限度超過額 162
有価証券評価損失否認 144
その他 1,138
繰延税金資産小計 16,823
評価性引当額 (2,638)
繰延税金資産合計 14,185
（繰延税金負債）
退職給付信託資産 (2,993)
海外連結子会社の留保利益に係る税効果 (2,598)
その他有価証券評価差額金 (1,644)
固定資産圧縮積立金 (187)
その他 (389)
繰延税金負債合計 (7,813)
繰延税金資産の純額 6,372

平成25年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照
表の以下の項目に含まれております。

（単位：百万円）
流動資産－繰延税金資産 4,194
固定資産－繰延税金資産 2,451
流動負債－その他 (38)
固定負債－その他 (235)

2. �法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
原因となった主要な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の
差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、注記を省略し
ております。

財務情報
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13. 企業結合等関係

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
共通支配下の取引等
KYB Europe Headquarters B.V.（以下、「KEHオランダ」）の設立と既存の欧州子会社の孫会社への異動

1. 取引の概要
(1)対象となった事業の内容	 欧州グループ会社の株式または出資金保有及び欧州地域における事業
	 	 活動の支援・管理
(2)企業結合日	 平成24年５月29日
(3)企業結合の法的形式	 �既存の欧州子会社の株式または出資金を当社から新規設立のKEHオランダに現物

出資し、KEHオランダが既存の欧州子会社の中間持株会社となり、既存の欧州子
会社が孫会社となる共通支配下の取引を行いました。

(4)	その他取引の概要に関する事項
	 孫会社となる欧州グループ会社の概要
	 	 KYB Suspensions Europe, S.A.
	 	 KYB Manufacturing Czech s.r.o. 
	 	 KYB Advanced Manufacturing Spain, S.A. 
	 	 KYB Steering Spain, S.A. 
	 	 KYB Europe GmbH
	 	 KYB Europe Headquarters GmbH

2. 実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

共通支配下の取引等
凱迩必（中国）投資有限公司（以下、「KCI」）への出資金現物出資と既存の中国子会社の孫会社への異動

1. 取引の概要
(1)対象となった事業の内容	 �中国グループ会社の出資金保有及び中国地域における事業活動の	

支援・管理
(2)企業結合日	 平成25年３月29日
(3)企業結合の法的形式	 �既存の中国子会社の出資金を当社からKCIに現物出資し、KCIが既存の中国子会社

を100%保有する中間持株会社となり、既存の中国子会社が孫会社となる共通支配
下の取引を行いました。

(4)その他取引の概要に関する事項
	 孫会社となる中国グループ会社の概要
	 	 凱迩必機械工業（鎮江）有限公司
	 	 凱迩必液圧工業（鎮江）有限公司

2. 実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

14. 資産除去債務関係

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
1. 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要
　当社及び一部の連結子会社は、クロム、アスベスト等を使用する設備について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び石
綿障害予防規則等に基づき、設備撤去費用を合理的に見積り、資産除去債務を計上しております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
　当社及び一部の連結子会社は、当該資産取得からの使用見込期間を５年から31年と見積り、割引率は2.0％を使用して資産除
去債務の金額を算定しております。

(3) 当連結会計年度における資産除去債務の総額の増減
(単位：百万円）

期首残高 209
有形固定資産の取得に伴う増加額 141
時の経過による調整額 4
その他増減額（△は減少） 8
資産除去債務の履行による減少額 (0)
期末残高 363

2. 連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
　当社及び一部の連結子会社が使用している事務所については、不動産賃貸借契約により、事業終了時または退去時における原
状回復費用等に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確ではなく、現在のところ移転等も予
定されていないことから資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上し
ておりません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
1. 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要
�　当社及び一部の連結子会社は、クロム、アスベスト等を使用する設備について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び石
綿障害予防規則等に基づき、設備撤去費用を合理的に見積り、資産除去債務を計上しております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
�　当社及び一部の連結子会社は、当該資産取得からの使用見込期間を４年から31年と見積り、割引率は2.0％を使用して資産除
去債務の金額を算定しております。

(3) 当連結会計年度における資産除去債務の総額の増減
(単位：百万円）

期首残高 363
有形固定資産の取得に伴う増加額 31
時の経過による調整額 5
資産除去債務の履行による減少額 (8)
期末残高 390

2. 連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
　当社及び一部の連結子会社が使用している事務所については、不動産賃貸借契約により、事業終了時または退去時における原
状回復費用等に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確ではなく、現在のところ移転等も予
定されていないことから資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上し
ておりません。

財務情報
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15. 賃貸等不動産関係

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

16. セグメント情報等
1. セグメント情報

1) 報告セグメントの概要
　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分
の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当社は、製品・サービス別に事業本部または事業部を置き、各事業本部または事業部は、取り扱う製品・サービスに
ついて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりますので、事業セグメントは「AC（オートモー
ティブコンポーネンツ）事業」、「HC（ハイドロリックコンポーネンツ）事業」、「特装車両事業」及びそのいずれに
も属さない「その他の製品」によって区分しております。
　このうち、「特装車両事業」及び「その他の製品」については、報告セグメントにおける量的基準等を勘案した結
果、「その他」に含めて開示しております。したがって、当社は、「AC事業」及び「HC事業」の２つを報告セグメン
トとしております。
　「AC事業」は、四輪車用・二輪車用油圧緩衝器及びパワーステアリング製品を主とする四輪車用油圧機器等を生産し
ております。「HC事業」は、建設機械向けを主とする産業用油圧機器を生産しております。　
　なお、各セグメントにおける主要製品は、下記のとおりであります。

セグメント 主要製品

報告セグメント
AC事業 ショックアブソーバ、サスペンションシステム、パワーステアリング、ベーンポンプ、

フロントフォーク、オイルクッションユニット、ステイダンパ、フリーロック

HC事業 シリンダ、バルブ、鉄道車両用オイルダンパ、衝突用緩衝器、ポンプ、モータ、
航空機用離着陸装置・同操舵装置・同制御装置・同緊急装置

その他 特装車両事業及
びその他の製品

コンクリートミキサ車、粉粒体運搬車、特殊機能車、シミュレータ、油圧システム、
舞台機構、艦艇機器、トンネル掘削機、環境機器、免制震装置、電子機器

2) 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法
　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における
記載と概ね同一であります。
　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。　
　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

（減価償却方法の変更）
　「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法
人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税
法に基づく減価償却方法に変更しております。これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益
が、「AC事業」で73百万円、「HC事業」で159百万円、「その他」で14百万円それぞれ増加しております。

3) 報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

(単位：百万円）
前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

報告セグメント 	
	

その他
（注）１

	
	
	
合計

調整額
（注）２
（注）３

連結
財務諸表
計上額
（注）４ＡＣ事業 ＨＣ事業

	
計

売上高
外部顧客への売上高 186,664 137,522 324,186 12,971 337,158 — 337,158
　�セグメント間の内部売上高	
又は振替高 2,181 1,945 4,126 1,423 5,550 (5,550) —

計 188,845 139,468 328,313 14,395 342,709 (5,550) 337,158
セグメント利益（営業利益） 6,154 14,299 20,453 989 21,443 94 21,537
セグメント資産 147,552 138,807 286,359 18,318 304,678 (3,329) 301,348
その他の項目
　減価償却費 7,297 5,786 13,084 424 13,508 — 13,508
　減損損失 466 14 481 — 481 — 481
　�有形固定資産及び無形固定資産の	
増加額（注）５ 9,378 17,395 26,773 398 27,172 — 27,172
　�のれんの償却額又は負ののれんの	
償却額 (1) 16 15 — 15 — 15
　負ののれんの発生益 — — — — — — —

（注）�１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない特装車両事業及びその他の製品を含んでおります。	
２．セグメント利益の調整額94百万円は、セグメント間取引消去であります。	
３．セグメント資産の調整額△3,329百万円は、セグメント間取引消去であります。	
４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。	
５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用も含めております。

(単位：百万円）
当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

報告セグメント 	
	

その他
（注）１

	
	
	
合計

調整額
（注）２
（注）３

連結
財務諸表
計上額
（注）４ＡＣ事業 ＨＣ事業 計

売上高
外部顧客への売上高 184,802 105,067 289,870 15,882 305,752 — 305,752
　�セグメント間の内部売上高	
又は振替高 2,424 2,402 4,826 1,136 5,962 (5,962) —

計 187,226 107,469 294,696 17,018 311,715 (5,962) 305,752
セグメント利益（営業利益） 5,106 4,254 9,360 871 10,232 241 10,473
セグメント資産 177,681 131,610 309,292 22,127 331,420 (3,507) 327,912
その他の項目
　減価償却費 7,394 6,642 14,037 516 14,554 — 14,554
　減損損失 47 8 55 — 55 — 55
　�有形固定資産及び無形固定資産の	
増加額（注）５ 18,086 17,659 35,746 3,469 39,215 — 39,215

　�のれんの償却額又は負ののれんの	
償却額 (0) — (0) — (0) — (0)

　負ののれんの発生益 — — — — — — —

（注）�１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない特装車両事業及びその他の製品を含んでおります。	
２．セグメント利益の調整額241百万円は、セグメント間取引消去であります。	
３．セグメント資産の調整額△3,507百万円は、セグメント間取引消去であります。	
４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。	
５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用も含めております。
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2. 関連情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日）
1) �製品及びサービスごとの情報 
製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

2) 地域ごとの情報
（1）売上高

(単位：百万円）
日本 欧州 米国 中国 東南アジア その他 合計

181,935 47,341 27,684 33,071 22,341 24,783 337,158

（注）�１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。	
２．地域は、地理的近接度により区分しております。	
３．各区分に属する主な国または地域	
　 �（1）日本……………日本	
（2）欧州……………ドイツ、イギリス、スペイン、イタリア、フランス、チェコ、ロシア、ポーランド	
（3）米国……………米国	
（4）中国……………中国	
（5）東南アジア……インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム	
（6）その他…………台湾、韓国、アラブ首長国連邦、メキシコ、ブラジル、パナマ、カナダ

（2）有形固定資産
(単位：百万円）

日本 欧州 米国 中国 東南アジア その他 合計

68,640 8,860 3,490 14,648 5,498 423 101,562

（注）�１．有形固定資産は所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。	
２．地域は、地理的近接度により区分しております。	
３．各区分に属する主な国または地域	
　 �（1）日本……………日本	
（2）欧州……………ドイツ、イギリス、スペイン、イタリア、フランス、チェコ	
（3）米国……………米国	
（4）中国……………中国	
（5）東南アジア……タイ、ベトナム	
（6）その他…………台湾、アラブ首長国連邦、メキシコ、パナマ

3) �主要な顧客ごとの情報
　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま
す。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日  至 平成25年３月31日）
1) �製品及びサービスごとの情報 
製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

2) 地域ごとの情報
（1）売上高

(単位：百万円）
日本 欧州 米国 中国 東南アジア その他 合計

162,261 43,646 30,598 17,872 25,589 25,784 305,752

（注）�１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。	
２．地域は、地理的近接度により区分しております。	
３．各区分に属する主な国または地域	
　 �（1）日本……………日本	
（2）欧州……………ドイツ、イギリス、スペイン、イタリア、フランス、チェコ、ロシア、ポーランド	
（3）米国……………米国	
（4）中国……………中国	
（5）東南アジア……インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム	
（6）その他…………台湾、韓国、アラブ首長国連邦、メキシコ、ブラジル、パナマ、カナダ

（2）有形固定資産
(単位：百万円）

日本 欧州 米国 中国 東南アジア その他 合計

86,944 9,260 4,848 18,493 11,429 492 131,469

（注）�１. 有形固定資産は所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。	
２．地域は、地理的近接度により区分しております。	
３．各区分に属する主な国または地域	
　 �（1）日本……………日本	
（2）欧州……………ドイツ、イギリス、スペイン、イタリア、フランス、チェコ、ロシア、オランダ	
（3）米国……………米国	
（4）中国……………中国	
（5）東南アジア……タイ、ベトナム	
（6）その他…………台湾、アラブ首長国連邦、メキシコ、パナマ

3) �主要な顧客ごとの情報
　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま
す。

（表示方法の変更）
　前連結会計年度において、「北米」に含めて表示しておりました「米国」は連結損益計算書の売上高の10%を上回っ
たため、当連結会計年度においては独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の
２.　地域ごとの情報　(1)売上高　の組替えを行っております。なお、前連結会計年度において、「北米」に含めており
ました「カナダ」は「その他」に含めて表示しております。

3. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

4. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
(単位：百万円）

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
報告セグメント

その他 合計ＡＣ事業　 ＨＣ事業　 計　
（のれん）
　当期償却額 0 16 17 — 17
　当期末残高 5 — 5 — 5
（負ののれん）
　当期償却額 1 — 1 — 1
　当期末残高 2 — 2 — 2

（注）平成22年４月１日前の企業結合等により発生した負ののれんに係る当期償却額及び当期末残高を表示しております。

(単位：百万円）
当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

報告セグメント

その他 合計ＡＣ事業　 ＨＣ事業　 計　
（のれん）
　当期償却額 1 — 1 — 1
　当期末残高 4 — 4 — 4
（負ののれん）
　当期償却額 1 — 1 — 1
　当期末残高 0 — 0 — 0

（注）平成22年４月１日前の企業結合等により発生した負ののれんに係る当期償却額及び当期末残高を表示しております。
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5. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
該当事項はありません。　

6. 関連当事者情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
該当事項はありません。

17. 開示対象特別目的会社関係

�前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）
該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
該当事項はありません。

18. １株当たり情報

前連結会計年度	
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 453円00銭 １株当たり純資産額 512円18銭
１株当たり当期純利益金額 62円87銭 １株当たり当期純利益金額 35円24銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株
式が存在しないため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株
式が存在しないため、記載しておりません。 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度	
（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

当期純利益（百万円） 13,897 7,789
普通株主に帰属しない金額（百万円） — —
普通株式に係る当期純利益（百万円） 13,897 7,789
普通株式の期中平均株式数（千株） 221,064 221,064

19. 重要な後発事象

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）
該当事項はありません。

1. 社債明細表
	 該当事項はありません。

2. 借入金等明細表

区分 当期首残高（百万円） 当期末残高（百万円） 平均利率（％） 返済期限

短期借入金 17,948 26,375 1.7 —
１年以内に返済予定の長期借入金 17,212 20,824 1.7 —
１年以内に返済予定のリース債務 341 401 — —
長期借入金	
（１年以内に返済予定のものを除く。） 43,226 45,719 1.7 	 �平成26年4月25日〜	

平成37年6月30日
リース債務	
（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,464 1,683 — 	 �平成26年4月1日〜	

平成30年11月30日
その他有利子負債
　預り保証金（固定負債「その他」） 325 333 0.0 —

計 80,518 95,338 — —

（注）	１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。	
	 ２．�リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上しているため、	

記載しておりません。
	 ３．長期借入金、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額の総額

(単位：百万円）
区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

長期借入金 11,151 14,996 12,656 6,595 319
リース債務 357 274 177 872 1

（注）預り保証金については、返済期限がないため、記載しておりません。

3. 資産除去債務明細表
	 �　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における負
債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載を省略しております。

4. その他 
	 当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 77,922 154,347 224,650 305,752
税金等調整前四半期（当期）	
純利益（百万円） 4,490 6,248 8,800 12,994
四半期（当期）純利益（百万円） 3,105 3,929 5,262 7,789
１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 14.05 17.78 23.81 35.24

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 14.05 3.73 6.03 11.43

3 連結附属明細表
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	 連結子会社

 日本

カヤバシステムマシナリー株式会社
̶ 舞台装置、免制震ダンパ―等の製造・販売
  〒105-0012 
東京都港区芝大門2-5-5　住友不動産芝大門ビル9階

 Tel: 03-5733-9441      Fax: 03-5733-9504

KYBエンジニアリングアンドサービス株式会社
̶ 油圧緩衝器・油圧機器の市販・サービス
  〒335-0031 
埼玉県戸田市美女木1159

 Tel: 048-449-0852      Fax: 048-449-8256

KYBトロンデュール株式会社
̶ データ通信機器・車載機器等の製造・販売
  〒949-5406 
新潟県長岡市浦3909

 Tel: 0258-92-6903      Fax: 0258-92-6921

KYB金山株式会社
̶ 四輪車用油圧機器の加工・組立
  〒509-1605 
岐阜県下呂市金山町戸部4350-130

 Tel: 0576-35-2201      Fax: 0576-35-2204

KYB-CADAC株式会社
̶ 鋳物製品および金型の製造・販売
  〒399-7502
 長野県東筑摩郡筑北村東条1088
 Tel: 81-263-66-2150      Fax: 81-263-66-2608

KYB-YS株式会社
̶ 油圧機器・ステイダンパ等の製造・販売
 〒389-0688
 長野県埴科郡坂城町坂城9165
 Tel: 81-268-82-2850      Fax: 81-268-82-2857

株式会社タカコ
̶ 油圧機器の製造・販売
  〒619-0240 
京都府相楽郡精華町祝園西1-32-1

 Tel: 81-774-95-3336      Fax: 81-774-95-3337

KYBロジスティクス株式会社
̶ 油圧緩衝器・油圧機器の梱包・配送
 〒509-0206
 岐阜県可児市土田1790
 Tel: 057-426-6427      Fax: 057-426-8389

	 アメリカ

KYB Americas Corporation
̶ 四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 2625 North Morton, Franklin, Indiana 46131, U.S.A.
 Tel: 1-317-736-7774 Fax: 1-317-736-4618

TSW Products Co., Inc.
̶ 油圧機器の製造・販売
 715 Corey Road Hutchinson, Kansas 67504-1642, U.S.A.
 Tel: 1-620-663-1790 Fax: 1-620-663-1797

KYB Latinoamerica, S.A. de C.V.
̶ 市販用油圧緩衝器の販売
 Av. de Las Palmas #731, Despacho 1301, Col. Lomas de  
 Chapultepec, C.P. 11000, Mexico D.F.
 Tel: 52-55-5282-5770 Fax: 52-55-5282-5661

KYB Panamá, S.A.
̶ 市販用油圧緩衝器の販売
 P.H. World Trade Center Piso 17, Oficina 1705, Marbella,  
 Panamá, República de Panamá, P.O. Box 0832-0075
 Tel: 507-213-8300 

	 ヨーロッパ

KYB Europe Headquarters B.V.
̶ 欧州事業の統轄
 Godsweerdersingel 77 6041 GK Roermond The Netherlands

KYB Europe Headquarters GmbH
̶ 欧州事業の統轄
 Kimpler Strasse 336, 47807 Krefeld, Germany
 Tel: 49-2151-9314380 Fax: 49-2151-9314330

KYB Europe GmbH
̶ 油圧緩衝器の輸入販売
 Kimpler Strasse 336, 47807 Krefeld, Germany
 Tel: 49-2151-931430 Fax: 49-2151-9314320

KYB Steering Spain, S.A.
̶ パワーステアリング用ポンプの製造・販売
 Poligono Industrial de Ipertegui No. 2, nave 12, CP-31160,  
 Orcoyen (Navarra), Spain
 Tel: 34-948-321004 Fax: 34-948-321005

KYB Suspensions Europe, S.A.
̶ 四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 Ctra. Irurzun S/No. 31171, Ororbia (Navarra), Spain
 Tel: 34-948-421700 Fax: 34-948-322165

KYB Advanced Manufacturing Spain S.A.
̶ 四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 Poligono Industrial Perguita Calle B, No. 15, 
 31210 Los Arcos (Navarra), Spain
 Tel: 34-948-640338 Fax: 34-948-640328

KYB Manufacturing Czech s.r.o.
̶ 四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 U Panasonicu 277, Stare Civice, 530 06 Pardubice, 
 Czech Republic
 Tel: 420-466-812-232 Fax: 420-466-812-861

KYB Middle East FZE
̶ 市販用油圧緩衝器の販売
 LOB 16-302, Jebel Ali Free Zone, P.O. Box 261819, 
 Dubai, United Arab Emirates
 Tel: 971-4-887-2448      Fax: 971-4-887-2438

LLC KYB Eurasia
̶ 油圧緩衝器の輸入および販売
 56, Profsoyuznaya Str., Moscow, 117393, Russia
 Tel: 7-495-781-88-52      Fax: 7-495-781-88-53

 アジア

KYB (China) Investment Co., Ltd.
̶ 中国事業の統轄
 Wei 3 Road 121, Dingmao, Zhenjiang New Zone, Zhenjiang,  
 Jiangsu 212009, People’s Republic of China 
 Tel: 86-511-8888-2057      Fax: 86-511-8888-7615

KYB Industrial Machinery (Zhenjiang) Ltd.
̶ 四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 Wei 3 Road 38, Dingmao, Zhenjiang New Zone, Zhenjiang,  
 Jiangsu 212009, People’s Republic of China
 Tel: 86-511-8889-1008      Fax: 86-511-8888-6848

KYB Hydraulics Industry (Zhenjiang) Ltd.
̶ 産業用油圧機器の製造・販売
 Wei 3 Road 121, Dingmao, Zhenjiang New Zone, Zhenjiang, 
 Jiangsu 212009, People’s Republic of China 
 Tel: 86-511-8889-7200      Fax: 86-511-8888-7222

Wuxi KYB Top Absorber Co., Ltd.
̶ 二輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 No. 2 Xikun North Road, Singapore Industrial Zone, Wuxi 
 New District, Jiangsu 214028, People’s Republic of China 
 Tel: 86-510-8528-0258 Fax: 86-510-8528-0616

KYB Trading (Shanghai) Co., Ltd.
̶ 油圧緩衝器の販売、部材の調達および輸出販売
 B1008-1009 Far East International Plaza, 317 Xianxia Road,  
 Shanghai 200051, People’s Republic of China
 Tel: 86-21-6211-9299      Fax: 86-21-5237-9001

KYB Manufacturing Taiwan Co., Ltd.
̶ 二輪・四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 No. 493, Kuang Hsing Road, Bade City, Taoyuan Pref. 
 33450, Taiwan
 Tel: 886-3-368-3123      Fax: 886-3-368-3369

KYB Steering (Thailand) Co., Ltd.
̶ パワーステアリング用ポンプの製造・販売
 700/829 Moo 6 (Amata Nakorn Industrial Estate) 
 T. Nongtamlueng A.Panthong Chonburi 20160, Thailand
 Tel: 66-3-818-5559      Fax: 66-3-818-5552

KYB (Thailand) Co., Ltd.
̶ 二輪・四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 700/363 Moo 6, Amata Nakorn Industrial Park 2, Bangna-
 Trad Road, K.M. 57, Tambol Don Hua Roh, Amphur Muang,
 Chonburi 20000, Thailand
 Tel: 66-3-846-9999      Fax: 66-3-845-8331

KYB Asia Co., Ltd.
̶ 市販用油圧緩衝器の販売
 105/1-2 Moo 1, Bangna-Trad Road, K.M. 21, Srisajorakaeyai,  
 Bangsaothong, Samutprakarn 10540, Thailand
 Tel: 66-2-769-2140      Fax: 66-2-769-2144

KYB Manufacturing Vietnam Co., Ltd.
̶ 二輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 Plot I 10-11-12, Thang Long Industrial Park, 
 Dong Anh District, Hanoi, Vietnam
 Tel: 84-4-881-2773      Fax: 84-4-881-2774

Takako Vietnam Co., Ltd.
̶ 油圧機器の加工
 27 Dai Lo Doc Lap, Vietnam Singapore Industrial Park,  
 Thuan An District, Binh Duong, Vietnam
 Tel: 84-650-378-2954      Fax: 84-650-378-2955

 持分法適用会社

株式会社東和製作所
̶ 油圧ジャッキ・油圧シリンダ等の製造
 〒505-0022 
 岐阜県美濃加茂市川合町4-5-2
 Tel: 0574-25-3828      Fax: 0574-27-1021

P.T. Kayaba Indonesia
̶ 二輪・四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 JL, Jawa Blok II No. 4, Kawasan MM 2100, 
 Cikarang Barat 17520, Indonesia
 Tel: 62-21-8981456      Fax: 62-21-8980713

KYB-UMW Malaysia Sdn. Bhd. /

KYB-UMW Steering Malaysia Sdn. Bhd.
̶ 二輪・四輪車用油圧緩衝器・油圧機器の製造・販売
 Lot 8, Jalan Waja 16, Telok Panglima Garang, 42500 Kuala
 Langat, Selangor Darul Ehsan, Malaysia
 Tel: 60-3-3122-6222      Fax: 60-3-3122-6677

KYB-Mando do Brasil Fabricante de Autopeças, S.A.
̶ 四輪車用油圧緩衝器の製造・販売
 Rua Francisco Ferreira da Cruz, 3000, Fazenda Rio Grande
 PR, CEP 83820-000, Brazil
 Tel: 55-41-2102-8200      Fax: 55-41-2102-8210

主な子会社および関連会社
2013年3月31日現在
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会社情報

本社：  〒105-6111 

東京都港区浜松町二丁目4番1号世界貿易センタービル 

Tel: 03-3435-3511     Fax: 03-3436-6759

  URL: http://www.kyb.co.jp

設立： 1948年11月25日

会計年度： 4月1日～3月31日

資本金： 191億1,368万円

従業員数： 12,306名 （連結）

上場証券取引所： 東京証券取引所第一部上場

工場： 相模工場、熊谷工場、岐阜北工場、岐阜南工場、岐阜東工場

研究所：  基盤技術研究所、生産技術研究所

支店／営業所：  名古屋支店、大阪支店、福岡支店、浜松営業所、広島営業所

発行済株式総数：	 222,984,315株 

株主数：	 13,008名

株主名簿管理人：	 みずほ信託銀行株式会社
		���  〒103-8670　 

東京都中央区八重洲1丁目2番1号

大株主の状況：

所有者別状況：
（千株）	

株価推移：
（東京証券取引所）

氏名または名称

トヨタ自動車株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

明治安田生命保険相互会社

日立建機株式会社

株式会社みずほコーポレート銀行

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託
受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

株式会社大垣共立銀行

KYB協力会社持株会

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9）

合計

8.81

5.59

5.52

4.51

4.00

3.21

2.74

2.65

2.63

2.15

41.81

19,654

12,459

12,311

10,046

8,920

7,163

6,115

5,914

5,856

4,799

93,238

所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

金融機関等
その他の法人 

個人その他
外国法人等
自己株式

89,247 (40.1%)

55,050 (24.8%)

52,296 (23.5%)

23,822 (10.7%)

1,947 (0.9%)
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株価 （円）
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株式売買高
（株）

2008年度
期間高値 （円）

期間安値 （円）

期末株価 （円）
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110
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356

127

345

745

309

669

690

333

503

508

245

460
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株主情報
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